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平成26年度道路関係予算概要平成26年度道路関係予算概要平成26年度道路関係予算概要
国土交通省　道路局　総務課国土交通省　道路局　総務課国土交通省　道路局　総務課

１ 基本方針
平成 26 年度予算については、「東日本大震災からの復興加速」、「国民の安全・安心の確保」及び「経済・

地域の活性化」の 3 分野に重点化し、これらの課題に対応した施策の効果の早期発現を図る。

●　東日本大震災という未曾有の大災害を踏まえ、復興道路・復興支援道路の緊急整備を始めとする

被災地域の早期復旧・復興に全力で取り組む。

●　国民の命と暮らしを守るため、老朽化する道路ストックを適切に維持管理できるよう、安全性の

徹底調査・総点検、老朽化対策を重点的に実施するとともに、道路の防災・震災対策等や代替性の

確保のための道路ネットワークの整備などを推進する。

●　あわせて、物流ネットワークなど基盤ネットワークの整備を推進し、我が国の成長のための基盤

を強化するとともに、通学路対策など暮らしの安全に資する事業を推進する。

●　これらの道路政策を推進するにあたり、コストの徹底した縮減や事業のスピードアップのための

マネジメント強化を進めるとともに、既存ストックの有効活用や官民連携の推進に積極的に取り組

む。

●　高速道路料金については、「新たな高速道路料金に関する基本方針」（平成 25 年 12 月 20 日）に

基づく措置を講じる。また、高速道路の適切な維持更新を図る枠組みについては、「社会資本整備

審議会道路分科会　国土幹線道路部会『中間答申』」（平成 25 年 6 月 25 日）を踏まえ、更新投資に

必要となる財源を確保するために道路法等の一部を改正するなど、制度の充実を図る。
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2 決定概要
１）予算総括表

 
２）東日本大震災からの復旧・復興対策について  

「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成 23 年 7 月 29 日東日本大震災復興対策本部決定）に沿っ
て、東日本大震災からの復興対策事業として、三陸沿岸道路等の復興道路・復興支援道路の整備等の
事業を推進。

３）主な新規制度について

①　高速道路の更新投資に伴う料金徴収の継続
高速道路の更新投資に伴い、「社会資本整備審議会道路分科会　国土幹線道路部会『中間答申』（平
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成 25 年 6 月 25 日）を踏まえ、高速道路会社の成立の日から 45 年以内（2050 年まで）に償還する
こととされている建設債務の償還満了後、継続して料金を徴収。

②　スマートインターチェンジ整備の継続
スマートインターチェンジの整備に要する費用の一部を国が負担する新たな補助制度を創設。

③　直轄道路修繕事業に係わる国庫債務負担行為の制度の拡充
直轄道路の橋梁、トンネル等の各種点検業務及びのり面等の経年的な変状等を把握する観測調査

について、事業の円滑な執行を図り、道路を適切に維持管理するため、必要に応じて財政法の規定
による 5 箇年以内で国庫債務負担行為を設定するための制度を創設。

４）地域における総合的な事前防災・減災対策、老朽化対策、生活空間の安全確保に対する集中的支援

（防災・安全交付金）

国民の命と暮らしを守るインフラ再構築、生活空間の安全確保に資する事業に特化した防災・安全
交付金により、南海トラフ巨大地震・首都直下地震等の大規模地震・津波や頻発する風水害・土砂災
害に対する総合的な事前防災・減災対策、点検結果に基づく橋梁・トンネルの補修など総合的な老朽
化対策、歩行空間の確保など通学路における交通安全対策等について、総合的に支援を実施。

５）社会資本の総合的整備（社会資本整備総合交付金）

都市・地域の立地競争力の強化を図る観点から、社会資本整備総合交付金により、IC アクセス道
路等を通じた物流ネットワークの強化など民間投資を喚起し、都市・地域の競争力を強化する成長基
盤の整備等に対して、総合的に支援を実施。

3 主要事項の概要
（１）東日本大震災からの復興加速

①　復興道路・復興支援道路の整備
▪復興道路・復興支援道路は、トンネル・橋梁などの主要構造物に本格着手しており、引き続き、民

間の技術力を活用した事業促進 PPP を活用しつつ、工事の全面展開を図り、早期整備を目指します。

②　常磐自動車道の復旧・整備
▪被災地域の復興を加速化させるため、常磐自動車道を早期復旧・整備します。

（２）国民の安全・安心の確保

①　道路の老朽化対策
▪橋梁・トンネル等の道路構造物について、適切に点検・修繕等を実施するメンテナンスサイクルに

より、持続可能なインフラ長寿命社会を実現します。

②　道路の防災・震災対策
▪大規模災害時の救急救命活動や復旧支援活動を支えるため、緊急輸送道路の強化や迅速な道路啓開
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実施のための施策を推進します。

③　全国ミッシングリンクの整備
▪一般道路と比べて安全でクリーンで働き者の高速道路を整備します。
▪あわせて、災害時には命の道として機能するよう、しっかりつなぎます。

④　無電柱化の推進
▪道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興等の観点から、

無電柱化を推進します。

⑤　通学路をはじめとする歩行空間等の安全・安心の確保
▪「通学路緊急合同点検」に基づく対策に加え、継続的な合同点検等による対策を重点的に支援します。

⑥　歩行空間のユニバーサルデザインの推進
▪全ての人が安全に安心して参加し活動できる社会を実現するため、歩行空間のユニバーサルデザイ

ンを推進します。

（３）経済・地域の活性化

①　効率的な物流ネットワークの強化
▪迅速かつ円滑な物流の実現などのため、三大都市圏環状道路などを中心とする根幹的な道路網を重

点的に整備します。

②　ネットワークを賢く使う
▪ ITS 技術を活用し、大都市圏から地方部まで、ネットワークを世界一「安全に」、「スマートに」、「効

率的に」活用することを目指します。

③　高速道路における PPP の活用
▪都市再生と連携した首都高速の再生を進めるため、立体道路制度を拡充します。また、築地川区間

をモデルケースとして検討を行い、首都高速の更新計画を契機とした構想の具体化を関係機関と連
携して進めます。

▪地方道路公社の有料道路事業について、特区におけるコンセッション方式の活用を図ります。

④　道路案内標識の英語表記
▪外国人旅行者に通じないローマ字の案内標識を英語表記に改善します。

⑤　「道の駅」の多様な機能の強化（第 2 ステージ）
▪「道の駅」は通過する道路利用者へのサービス提供の場から、地域の課題に対応するための場、目

的地となるよう支援していきます。
▪このため、「道の駅」既存施設のリニューアル、防災施設の整備、新設、各省庁と連携した新しいニー

ズへの対応を行うと共に、「道の駅」相互の連携強化等の取組みを実施します。

⑥　スマートインターチェンジの整備
▪既存の高速道路ネットワークを有効に活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等を図るため、スマー

トインターチェンジを整備します。
▪スマートインターチェンジにおいて高速道路会社が整備する高速道路区域内の事業について、事業

費の一部を国費により補助する制度を創設します。
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